
89 2,933.89

投入 常勤職員 0.43人 0.43人 0.43人 0.43人 0.43人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,890 7,865 7,865 7,865 7,865

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 教育委員会開催回数
回

12 12 12

① 12 12 －

活動
② －

成果 教育委員会議案件数
件

40 40 40

① 42 40 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

教育行政経営、教育行政運営等教育委員会の重要課題について、充実した審議・検討が行われた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 24122 教育委員会費

担当組織 教育委員会事務局 教育総務課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 10 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 昭和３１年度 ～ 令和３年度

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

根拠法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行令 関連計画
通 達 等 戸田市教育委員会会議規則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者

教育行政経営、教育行政運営等教育委員会の重要課題を審議・検討し効率的な教育行政を目指す。

事業目的

教育委員会の会議は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に規定するもののほか、戸田市教育委員会会議規則に定め

る内容である。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

教育委員会の 教育委員会の 教育委員会の 教育委員会の 教育委員会の

開催 開催 開催 開催 開催

事　業　費 3,956 4,931 4,931 4,931 4,931

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,956 4,931 4,931 4,931 4,931

人　件　費 2,933.89 2,933.89 2,933.89 2,933.



地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき実施している。

事業の方向性

教育委員会制度改革に伴い、会議については、より市民に開かれたものとなるよう、取り組んでいく。

今後の取組方針

2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

審議・検討した内容が教育行政に反映され、教育環境の充実につながった。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

委員の報酬については、他自治体の状況を考慮して決定している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

当該事務事業は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき実施してい

Ｂ Ｂ Ｂ る。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

会議については原則傍聴することができ、ホームページでも会議資料・会議録を

Ｂ Ｂ Ｂ 公開している。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
平成２７年度からの新教育委員会制度改正の趣旨に鑑み、教育長に対するチェック機能の向上や教育委員として

の資質能力の向上のため、教育委員には教育委員研修や学校訪問に積極的に参加していただいている。

見直し内容 また、教育委員会で行っていることについて、広報やFacebook、ホームページ等でＰＲに努めた。

本市教育の課題やあるべき姿を教育委員と教育委員会事務局が共有し、学校教育のみならず、生涯学習など多方

面において教育委員の考えや民意を反映した教育行政を推進することができる。

見直しの効果 また、ＰＲに努めることで、教育委員会の取組を保護者など市民に広く周知することができ、教育委員会会議の

傍聴者数も増加し、より開かれた会議となった。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

当該事務事業は、



－

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 21287 教育委員会事務局費

担当組織 教育委員会事務局 教育総務課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 01 02 02 01

記入日 平成30年 5月22日
H30 62 02 00 H30 01 10 01 02 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 昭和３１年度 ～ 令和３年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事務局内の庶 事務局内の庶 事務局内の庶 事務局内の庶 事務局内の庶

務 務 務 務 務

事　業　費 3,428 4,827 4,827 4,827 4,827

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 6 6 6 0

一般財源 3,428 4,821 4,821 4,821 4,827

人　件　費 5,594.86 5,526.63 5,526.63 5,526.63 5,526.63

投入 常勤職員 0.82人 0.81人 0.81人 0.81人 0.81人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 9,023 10,354 10,354 10,354 10,354

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
②



4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



借上げ料 器の借上げ料

事　業　費 541,806 675,180 1,076,202 675,180 675,180

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 106 106 106 106

一般財源 541,806 675,074 1,076,096 675,074 675,074

人　件　費 8,460.52 7,368.84 7,368.84 7,368.84 7,368.84

投入 常勤職員 1.24人 1.08人 1.08人 1.08人 1.08人

人員 非常勤職員 0.47人 0.54人 0.54人 0.54人 0.54人

事業費＋人件費 550,267 682,549 1,083,571 682,549 682,549

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 業務委託件数
件

施設の維持管理に必要な 28 39 40

① 業務委託 35 40 －

活動
② －

成果 施設事故件数
件

施設の瑕疵による事故 0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

施設の不備による事故は0件である。施設の老朽化が進む中で、業務委託した専門業者からの報告により、必要な修繕を実施
状況

しており、施設面での教育環境を維持できている。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 21291 小学校施設管理費

担当組織 教育委員会 教育総務課 担当 施設管理担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 02 01 02 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 10 02 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ● 対象

分野 03 学校教育

○ 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

学校教育法第5条 戸田市教育振興計画

根拠法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第23条 関連計画 第３次戸田市教育振興計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市立小学校（12校）の児童・教職員及び学校利用者

学校運営を円滑に進められるよう施設の維持管理を適確に行う。また、教育機器や事務機器等を計画的に整備、更新を行い

事業目的 よりよい教育環境の整備を図る。

学校で使用する物品（備品以外）の購入、光熱水費の管理、法定検査等の手数料による実施、施設設備の修繕、事務機器等

の賃貸借や施設の維持管理に係る業務委託の契約・管理などを行い教育環境の維持・向上を図る。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

学校施設運営 学校施設運営 学校施設運営 学校施設運営 学校施設運営

費、施設の維 費、施設の維 費、施設の維 費、施設の維 費、施設の維

持管理費、機 持管理費、機 持管理費、機 持管理費、機 持管理費、機

器の借上げ料 器の借上げ料 器の借上げ料 器の



6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

ＩＣＴ環境整備を充実すると共に、施設の維持管理に努め教育環境整備に貢献し

Ａ Ａ Ａ た。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

システム調達や入札により、経費の削減に努めた。

Ｂ Ｂ Ｂ また、施設維持管理の業務委託の複数年契約化を推進することで、事務経費や委

託料の削減を図った。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

業務委託による専門的かつ効率的な点検及び適切な修繕を実施している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市民による負担はない。

Ａ Ａ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
学校施設維持管理に係る業務委託契約のうち、以下６件について単年契約から３箇年契約に変更した。

変更業務：貯水槽清掃等業務、自家用電気工作物保安業務、エレベーター・リフト保守点検業務、ネズミ・昆虫

見直し内容 等防除業務、消防設備保守点検業務、特定建築物環境衛生管理業務

事務経費及び委託料の削減が図られた。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

　令和２年度は、施設維持管理費やＩＣＴ環境整備に関する経費の増加が見込まれる。

事業の方向性

　学校ＩＣＴ環境については、児童の学力向上や校務の軽減につながるものを見極め、整備を進めていく。

また、児童が安全で安心して学べるよう施設の維持管理に努めていく。

今後の取組方針



0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

人員 非常勤職員 0.32人 0.32人 0.32人 0.32人 0.32人

事業費＋人件費 24,373 31,532 102,047 32,047 32,047

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 備品購入計画書の作成回数
回

前期・後期備品、理科備 3 3 3

① 品の購入計画書 3 3 －

活動
② －

成果 備品購入計画書より購入した割合
％

計画書からの購入備品件 95 95 95

① 数/計画書記載件数×100 97 97 －

成果 学校に配備された備品数
件

備品管理システムに登録 500 470 500

② された備品数 464 442 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　予算の範囲内で調整し、優先度を決めながら整備を行った。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 7209 小学校備品購入費

担当組織 教育委員会 教育総務課 担当 施設管理担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 02 01 03 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 10 02 01 03 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

教育基本法 戸田市教育振興計画

根拠法令 理科教育振興法 関連計画 第３次戸田市教育振興計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
戸田市立小学校　１２校

小学校の児童及び教職員の、良好な授業環境を整えるため、備品を購入する。

事業目的

小学校の児童及び教職員に対して、図書室用図書備品、施設用一般備品、授業用教材備品、理科教育設備備品、楽器備品、

学級増対応備品等の備品を整える。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

小学校備品購 小学校備品購 小学校備品購 小学校備品購 小学校備品購

入 入 入 入 入

事　業　費 22,326 29,485 100,000 30,000 30,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 530 530 530 530

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 22,326 28,955 99,470 29,470 29,470

人　件　費 2,046.9 2,046.9 2,046.9 2,046.9 2,046.9

投入 常勤職員 0.3人



8 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

必要な備品を購入し、良好な学習環境を整えることができた。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

複数社により見積もり合わせ及び入札を行い適正な経費を支出している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

学校要望の備品を教育委員会事務局で精査し、選定している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市民による負担はない。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

児童数増加に伴う備品に重きを置いて整備を行う。

事業の方向性 令和２年度は、戸田東小・中学校の建て替えに伴う備品購入があり予算が増額する。

　学校の安全性向上や教育環境の充実を推進するため、より学校の現状を把握して、予算の範囲内で適切に備品

を管理していく。

今後の取組方針



画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

学校改築、改 学校改築、改 学校改築、改 学校改築、改 学校改築、改

修工事・設計 修工事・設計 修工事・設計 修工事・設計 修工事・設計

、賃借料 、賃借料 、賃借料 、賃借料 、賃借料

事　業　費 158,996 1,098,248 2,650,000 1,400,000 1,300,000

財
源
内
訳

国庫支出金 13,050 220,545 485,153 70,000 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 30,100 559,600 1,508,100 0 0

そ　の　他 0 120,000 360,000 0 0

一般財源 115,846 198,103 296,747 1,330,000 1,300,000

人　件　費 7,232.38 7,232.38 7,232.38 7,232.38 7,232.38

投入 常勤職員 1.06人 1.06人 1.06人 1.06人 1.06人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 166,228 1,105,480 2,657,232 1,407,232 1,307,232

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 設計業務契約件数
件

2 1 3

① 1 1 －

活動 工事業務契約件数
件

4 3 2

② 4 3 －

成果 設計業務完了率
％

設計業務完了件数÷設計 100 100 66.6

① 業務契約件数 100 100 －

成果 工事業務完了率
％

工事業務完了件数÷工事 100 33.3 50

② 業務契約件数 100 33.3 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

それぞれの業務については、学校・業者等と十分な調整を図り、当初の計画どおり実施できた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 21292 小学校施設整備事業

担当組織 教育委員会 教育総務課 担当 施設管理担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 02 02 01 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 10 02 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

小学校施設整備指針（文部科学省) 第３次戸田市教育振興計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
児童・教師・保護者・学校施設開放に伴う利用者等

児童等の学習及び生活のための空間として、健康と安全を十分に確保し、魅力に富み、快適で豊かな施設環境を提供する。

事業目的 また、多様な学習内容・学習形態やｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ等の導入可能な高機能かつ多機能な学習環境の確保するとともに、ｼｯｸｽｸｰﾙ、

環境、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ、景観等に配慮しながら十分な安全性、防災性、防犯性を備えた安心感のある施設環境を提供する。

校舎、屋内運動場、プール、グラウンド等の学校施設を長期間有効に使用できるように整備・改修。老朽化等による改築並

びに児童増による増築工事等を計画的に行なう。増改築以外の主な設計・工事等としては、内装改修、外壁塗装、屋上防水

事業内容 、設備改修（電気・給排水・消防・エレベーター設置）、プール改修、校庭及び校門整備等の改修がある。

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

学校生活の場として、快適な学習環境の確保するとともに安全性を備えた安心感

Ａ Ａ Ａ のある施設環境を提供することができた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

入札等により、適正な費用を確保した。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

設計は業務委託、工事は請負によって実施している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市民の負担は生じていない。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

　学校施設の整備については、平成２９年３月に策定された「戸田市公共施設等総合管理計画」と「公共施設再

事業の方向性 編プラン」に基づき、学校施設の改築、改修等を計画的に進めていくため、事業は拡大を続ける。

●各年度の主な工事

　令和１～３年度　戸田東小学校・戸田東中学校改築等工事

　令和３年度～　　戸田第一小学校改築等工事

　令和３・４年度　新曽小学校教室棟（含給食調理場）増築等工事

　令和３年度　　　小学校屋内運動場空調設備設置工事

　「戸田市公共施設等総合管理計画」と「公共施設再編プラン」に基づき、計画どおりに工事を進める。また、

児童生徒数増加に伴う教室不足の解消を図る増築及び仮設校舎の設置や、老朽化への対応を行う。

　

今後の取組方針



借上げ料 器の借上げ料

事　業　費 231,312 334,335 547,884 334,335 334,335

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 75 75 75 75

一般財源 231,312 334,260 547,809 334,260 334,260

人　件　費 3,684.42 3,684.42 3,684.42 3,684.42 3,684.42

投入 常勤職員 0.54人 0.54人 0.54人 0.54人 0.54人

人員 非常勤職員 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人

事業費＋人件費 234,996 338,019 551,568 338,019 338,019

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 業務委託件数
件

施設の維持管理に必要な 22 32 32

① 業務委託 37 32 －

活動
② －

成果 施設事故件数
件

施設の瑕疵による事故 0 0 0

① 0 0 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

施設の不備による事故は0件である。施設の老朽化が進む中で、業務委託した専門業者からの報告等により、必要な修繕を実
状況

施するなど、施設面での教育環境を維持できている。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 21295 中学校施設管理費

担当組織 教育委員会 教育総務課 担当 施設管理担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 03 01 02 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 10 03 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ● 対象

分野 03 学校教育

○ 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

学校教育法第5条 戸田市教育振興計画

根拠法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第23条 関連計画 第３次戸田市教育振興計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市立中学校（６校）の生徒・教職員及び学校利用者

学校運営を円滑に進められるよう施設の維持管理を適確に行う。また、教育機器や事務機器等を計画的に整備、更新を行い

事業目的 よりよい教育環境の整備を図る。

学校で使用する物品（備品以外）の購入、光熱水費の管理、法定検査等の手数料による実施、施設設備の修繕、事務機器等

の賃貸借や施設の維持管理に係る業務委託の契約・管理などを行い教育環境の維持・向上を図る。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

学校施設運営 学校施設運営 学校施設運営 学校施設運営 学校施設運営

費、施設の維 費、施設の維 費、施設の維 費、施設の維 費、施設の維

持管理費、機 持管理費、機 持管理費、機 持管理費、機 持管理費、機

器の借上げ料 器の借上げ料 器の借上げ料 器の
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

ＩＣＴ環境整備を充実すると共に、施設の維持管理に努め教育環境整備に貢献し

Ａ Ａ Ａ た。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

システム調達や入札により、経費の節減に努めた。

Ｂ Ｂ Ｂ また、施設維持管理の業務委託の複数年契約化を推進することで、事務経費や委

託料の削減を図った。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

業務委託による専門的かつ効率的な点検及び適切な修繕を実施している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市民による負担はない。

Ａ Ａ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
学校施設維持管理に係る業務委託契約のうち、以下５件について単年契約から３箇年契約に変更した。

変更業務：貯水槽清掃等業務、自家用電気工作物保安業務、エレベーター・リフト保守点検業務、ネズミ・昆虫

見直し内容 等防除業務、消防設備保守点検業務、

事務経費及び委託料の削減が図られた。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

　令和２年度は、施設維持管理費やＩＣＴ環境整備に関する経費の増加が見込まれる。

事業の方向性

　学校ＩＣＴ環境については、生徒の学力向上や校務の軽減につながるものを見極め、整備を進めていく。

また、生徒が安心して学べるよう施設の維持管理に努めていく。

今後の取組方針



.02人 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人

人員 非常勤職員 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人 0.16人

事業費＋人件費 10,549 19,129 51,092 16,092 16,092

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 備品購入計画書の作成回数 前期・後期備品、理科備 3 3 3

① 品、吹奏楽備品の計画書 3 3 －

活動
② －

成果 備品購入計画書より購入した割合 計画書からの購入備品件 98 98 98

① 数/計画書記載件数×100 98 98 －

成果 学校に配備された備品数
件

備品管理システムに登録 300 200 250

② された備品数 179 176 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　予算の範囲内で調整し、優先度を決めながら整備を行った。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 21296 中学校備品購入費

担当組織 教育委員会 教育総務課 担当 施設管理担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 03 01 03 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 10 03 01 03 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

教育基本法 戸田市教育振興計画

根拠法令 理科教育振興法 関連計画 第３次戸田市教育振興計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
戸田市立中学校　６校

中学校の生徒及び教職員の、良好な授業環境を整えるため、備品を購入する。

事業目的

中学校の生徒及び教職員に対して、図書室用図書備品、施設用一般備品、授業用教材備品、理科教育設備備品、楽器備品、

学級増対応備品等の備品を整える。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

中学校備品購 中学校備品購 中学校備品購 中学校備品購 中学校備品購

入 入 入 入 入

事　業　費 10,413 18,037 50,000 15,000 15,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 516 516 516 516

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 10,413 17,521 49,484 14,484 14,484

人　件　費 136.46 1,091.68 1,091.68 1,091.68 1,091.68

投入 常勤職員 0
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

必要な備品を購入し、良好な学習環境を整えることができた。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

複数社により見積もり合わせ及び入札を行い適正な経費を支出している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

学校要望の備品を教育委員会事務局で精査し、選定している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市民による負担はない。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
　

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

児童数増加に伴う備品に重きを置いて整備を行う。

事業の方向性 令和２年度は、戸田東小・中学校の建て替えに伴う備品購入があり予算が増額する。

　学校の安全性向上や教育環境の充実を推進するため、より学校の現状を把握して、予算の範囲内で適切に備品

を管理していく。

今後の取組方針



計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

学校改築、改 学校改築、改 学校改築、改 学校改築、改 学校改築、改

修工事･設計 修工事･設計 修工事･設計 修工事・設計 修工事・設計

、賃借料 、賃借料 、賃借料 、賃借料 、賃借料

事　業　費 128,866 1,766,376 1,900,000 600,000 200,000

財
源
内
訳

国庫支出金 13,919 281,920 216,808 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 1,124,900 1,126,700 0 0

そ　の　他 0 260,000 290,000 0 0

一般財源 114,947 99,556 266,492 600,000 200,000

人　件　費 3,616.19 3,616.19 3,616.19 3,616.19 3,616.19

投入 常勤職員 0.53人 0.53人 0.53人 0.53人 0.53人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 132,482 1,769,992 1,903,616 603,616 203,616

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 設計業務契約件数
件

1 1 2

① 1 1 －

活動 工事業務契約件数
件

1 3 2

② 6 3 －

成果 設計業務完了率
％

設計業務完了件数／設計 100 100 100

① 業務契約件数 100 100 －

成果 工事業務完了率
％

工事業務完了件数／工事 100 66 50

② 業務契約件数 100 66 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

それぞれの業務については、学校、業者等と十分な調整を図り、当初の計画どおり実施できた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 21298 中学校施設整備事業

担当組織 教育委員会 教育総務課 担当 施設管理担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 03 02 01 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 10 03 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

中学校施設整備指針（文部科学省) 第３次戸田市教育振興計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
生徒・教師・保護者・学校施設開放に伴う利用者等

生徒等の学習及び生活のための空間として、健康と安全を十分に確保し、魅力に富み、快適で豊かな施設環境を提供する。

事業目的 また、多様な学習内容・学習形態やｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ等の導入可能な高機能かつ多機能な学習環境の確保するとともに、ｼｯｸｽｸｰﾙ、

環境、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ、景観等に配慮しながら十分な安全性、防災性、防犯性を備えた安心感のある施設環境を提供する。

校舎、屋内運動場、プール、グラウンド等の学校施設を長期間有効に使用できるように整備・改修。老朽化等による改築並

びに児童増による増築工事等を計画的に行なう。増改築以外の主な設計・工事等としては、内装改修、外壁塗装、屋上防水

事業内容 、設備改修（電気・給排水・消防・エレベーター設置）、プール改修、校庭及び校門整備等の改修がある。

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円）



16 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

学校生活の場として、快適な学習環境の確保するとともに安全性を備えた安心感

Ａ Ａ Ａ のある施設環境を提供することができた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

入札等により、適正な費用を確保した。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

設計は業務委託、工事は請負によって実施している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市民の負担は生じていない。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
　

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

　学校施設の整備については、平成２９年３月に策定された「戸田市公共施設等総合管理計画」と「公共施設再

事業の方向性 編プラン」に基づき、学校施設の改築、改修等を計画的に進めていくため、事業は拡大を続ける。

●各年度の主な工事

　令和１～３年度　戸田東小学校・戸田東中学校改築等工事

　令和１年度　　　新曽中学校教室棟（北校舎）増築等工事

　令和２年度　　　中学校屋内運動場空調設備設置工事、笹目中学校外壁補修等工事

　「戸田市公共施設等総合管理計画」と「公共施設再編プラン」に基づき、計画どおりに工事を進める。また、

児童数増加に伴う教室不足の解消を図る増築及び仮設校舎の設置や、老朽化への対応を行う。

　

今後の取組方針



 内 容

保護者へ入学 保護者へ入学 保護者へ入学 保護者へ入学 保護者へ入学

準備金、本人 準備金、本人 準備金、本人 準備金、本人 準備金、本人

へ奨学資金の へ奨学資金の へ奨学資金の へ奨学資金の へ奨学資金の

貸付を行う。 貸付を行う。 貸付を行う。 貸付を行う。 貸付を行う。

事　業　費 39,420 58,227 58,227 58,227 58,227

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 54,980 18,090 18,090 0

一般財源 39,420 3,247 40,137 40,137 58,227

人　件　費 4,776.1 4,776.1 4,776.1 4,776.1 4,776.1

投入 常勤職員 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人

人員 非常勤職員 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人

事業費＋人件費 44,196 63,003 63,003 63,003 63,003

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 入学準備金貸付の可否に関する選
回

4 4 4

① 考実施回数 4 4 －

活動 近隣高等学校への案内送付回数
回

２月末、６月末 - 2 2

② - 2 －

成果 入学準備金貸付人数
人

36 36 36

① 27 15 －

成果 奨学資金貸付申込者数
人

年２回貸付（４月、１０ - 145 126

② 月） - 112 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

申請者数が景気に左右され、年度により増減しているため、景気の動向を見極める必要がある。
状況

申請条件を満たしている全ての貸付希望者に貸付を行うことができたが、貸付人数は目標を下回った。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 7219 入学準備金・奨学資金貸付事業

担当組織 教育委員会事務局 教育総務課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 07 01 01 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 10 07 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 昭和４０年度 ～ 令和３年度

戸田市入学準備金貸付条例 第３次戸田市教育振興計画

根拠法令 戸田市入学準備金貸付条例施行規則 関連計画
通 達 等 戸田市奨学資金条例 施政方針

戸田市奨学資金条例施行規則

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
戸田市内に居住していて、高等学校、専修学校及び大学に入学が確実な者の保護者、経済的な理由により修学困難な人で高

等学校、高等専門学校、専修学校及び大学に在学中か入学を許可された人

経済的理由により入学準備金の調達が困難な保護者に対して貸付を行い、市民の教育を受ける機会を助長する。同様に、修

事業目的 学困難な者に対して、奨学資金を貸与し、有用な人材を育成する。

一定の応募資格を有するもので、書類選考により貸付が決定された場合、入学準備金は、学校の種別、国公立・私立の別に

より、一括で貸与を行う。また、奨学資金は、学校の種別、国公立・私立の別により半期に一度貸与を行う。返済は口座振

事業内容 替により行う。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業



了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

本制度は、母子家庭や景気悪化による失職家庭に多く利用されており、本制度が世帯間における経済的格差を少

事業の方向性 しでも解消し、教育を平等に受ける権利を保障することに寄与しているため、継続していく。

返済滞納者に対し、返済猶予制度の周知を図るとともに、引き続き電話や文書による催促等を行う。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

日本における高等教育費の家計負担率はとても高く、景気の低迷による教育費の

Ｂ Ｂ Ｂ 負担感は学生の進路選択にも多大な影響を及ぼしてしまう。本市制度は市民が高

等教育を受ける機会を促進し、教育環境の充実につながっている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

入学準備金・奨学資金の金額は、日本学生支援機構や埼玉県の奨学金等の金額を

Ｂ Ｂ Ｂ 考慮し、制度を併用することで教育費を賄える金額としている。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

述のとおり、日本学生支援機構や埼玉県の奨学金制度等を利用しても学費をカバ

Ｂ Ｂ Ｂ ーできない場合があるため、市が実施する本奨学金制度は必要である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

選考基準を設け、選考委員会にて貸付者を選考している。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
返済滞納者に対し、未収金回収強化期間を設け、電話連絡を行った。また、手続未手続者の修学状況を各学校に

照会した。

見直し内容 さらに、返済滞納者から返済について相談を受けた際に返済計画の助言を行った。

電話連絡を行ったところ、それまで納付や連絡等が一切なかった滞納者から返済があり、大きな効果があった。

また、手続未手続者の修学状況の照会を行ったことにより、これらの者の返済額を確定できた。

見直しの効果 また、何年も滞納分の返済が止まっていた者から返済があり完納に至った。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終



付と基金運用 付と基金運用

収入積立 収入積立 収入積立 収入積立 収入積立

事　業　費 2,506 6,416 6,416 6,416 6,416

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 2,506 6,416 6,416 6,416 6,416

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 1,023.45 1,023.45 1,023.45 1,023.45 1,023.45

投入 常勤職員 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 3,529 7,439 7,439 7,439 7,439

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 「広報戸田市」掲載回数
回

５月号、１２月号 2 2 2

① 2 2 －

活動 市内中学校・高等学校への案内送
回

４月末、１１月末 2 2 2

② 付回数 2 2 －

成果 人財育成資金申請者数
人

年２回募集（１月、５月 12 20 20

① ） 2 5 －

成果 人財育成資金給付率
％

申請者に対する給付者の 100 100 100

② 割合 100 80 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

広報戸田市や教育広報とだ、三者面談時の個別配付等で周知を行った結果、前年度より申請者は増加したが想定より申請者数
状況

が少なかった。さらに本制度を必要とする全ての生徒に周知できるよう周知方法を工夫する。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 19 頁

事務事業名 50087 人財育成奨学資金給付事業

担当組織 教育委員会事務局 教育総務課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 xx xx xx xx 00

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成２８年度 ～ 令和３年度

戸田市教育基金条例 第３次戸田市教育振興計画

根拠法令 未来へはばたく人財育成資金条例 関連計画
通 達 等 未来へはばたく人財育成資金条例施行規則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
進学の意欲、能力等を有しながら、経済的な理由によって進学又は修学が困難な本市在住の中学生・高校生

進学の意欲、能力等を有しながら、経済的な理由によって進学又は修学が困難な者に対して、未来へはばたく人財育成資金

事業目的 を給付し、教育を受ける機会の均等を図るとともに有用な人財を育成する。

国公立高等学校奨学給付金・海外体験給付金を給付する。

国公立高等学校奨学給付金：年額180,000円

事業内容 海外体験給付金：TIFAが実施する海外派遣事業に係る費用のうち、パスポート取得費等の個人的な費用等を除く自己負担分

の全額

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

奨学資金の給 奨学資金の給 奨学資金の給 奨学資金の給 奨学資金の給

付と基金運用 付と基金運用 付と基金運用



で終了

＜判断理由＞

　本奨学金制度は、母子家庭など非課税世帯に利用され、世帯間における経済的格差を少しでも解消し、教育を

事業の方向性 平等に受ける権利を保障することに寄与している。

　対象となる生徒全てが積極的に活用できるよう事業の周知を図るとともに、所得制限額の適否等、制度見直し

の必要があるか検討を行う。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

日本における高等教育費や海外体験にかかる費用の家計負担率はとても高く、非

Ｂ Ｂ Ｂ 課税世帯においては、生徒の進路選択や海外体験の機会に多大な影響を及ぼして

しまう。本奨学金制度は、市民が高等教育を受けたり、海外体験を得たりする機

会を促進し、教育環境の充実につながっている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

国公立高等学校奨学給付金：奨学資金の額は、文部科学省実施の学習費調査をも

Ｂ Ｂ Ｂ とに県の給付制度や貸付制度を併用することで学習費を賄える金額としている。

海外体験給付金：TIFAが実施する海外派遣事業の自己負担分を賄える金額として

いる。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

民間では本制度のような奨学金制度はないため、市が実施する事業として必要で

Ｂ Ｂ Ｂ ある。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

選考基準を設け、選考委員会にて奨学生を選考している。

Ｂ Ｂ Ｂ 寄附金を運用して実施している事業のため、市民全員が対象とはなりえないが、

寄附者の意向を尊重し、世帯間における経済的格差を解消することに寄与してい

る。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
　対象となる生徒全てが積極的に活用できるよう、広報戸田市や教育広報とだ、三者面談時の個別配付等で周知

を徹底した。

見直し内容

　周知を徹底した結果、前年度より申請者は増加した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度



９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 褒賞した学校医等の人数
人

1 7 6

① 1 7 －

活動
② －

成果 学校医等褒賞率
％

褒賞者数÷褒賞対象者数 100 100 100

① 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

退職学校医等の退職にあたり、適切に褒賞を実施し、謝意を表せた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 21286 学校褒賞事業

担当組織 教育委員会 学務課 担当 学校保健担当

組織コード
R1 62 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 01 01 02 01

記入日 令和元年 5月16日
H30 62 04 00 H30 01 10 01 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

市立学校学校医等の退職褒賞要綱 戸田市教育振興計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市内小・中学校学校医等

市内小・中学校学校医等の退職にあたり、感謝状及び慰労金を贈呈することにより、本市教育への永きにわたる貢献に対し

事業目的 褒賞することを目的とする。

退職学校医等に、感謝状及び慰労金を贈呈する

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

感謝状、慰労 感謝状、慰労 感謝状、慰労 感謝状、慰労 感謝状、慰労

金の贈呈 金の贈呈 金の贈呈 金の贈呈 金の贈呈

事　業　費 335 203 203 203 200

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 335 203 203 203 200

人　件　費 0 0 341.15 341.15 341.15

投入 常勤職員 0人 0人 0.05人 0.05人 0.05人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 335 203 544 544 541

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

市立小・中学校学校医等の退職時に、戸田市の教育への永きにわたる貢献を褒賞

Ｂ Ｂ Ｂ している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

褒賞に必要な経費等のみ支出している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

要綱に基づき、適切に実施している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

要綱に基づき、対象者全員に公平に実施している。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ●令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

本事業は、学校医等の退職時に、本市教育への永きにわたる貢献に対し褒賞するものであり、有効性が認められ

事業の方向性 ることから、現時点では、引き続き実施していく。

令和２年度からは、学校教育事務費に統合する。

今後も要綱に基づき褒賞を行う。

今後の取組方針



0 0 0

そ　の　他 0 7 7 7 7

一般財源 10,341 11,143 11,143 11,143 11,143

人　件　費 17,808.03 17,808.03 17,808.03 17,808.03 17,808.03

投入 常勤職員 2.61人 2.61人 2.61人 2.61人 2.61人

人員 非常勤職員 0.51人 0.51人 0.51人 0.51人 0.51人

事業費＋人件費 28,149 28,958 28,958 28,958 28,958

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 教科用図書無償給与対象者数
人

戸田市内の小中学校に就 11,302 11,364 11,519

① 学している児童生徒数 11,302 11,364 －

活動
② －

成果 教科書給与率
％

給与冊数／必要給与冊数 100 100 100

① 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

教科書の無償給与事業は正確に漏れなく行われており、１００パーセントの給与率である。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 23 頁

事務事業名 21251 学校教育事務費

担当組織 教育委員会事務局 学務課 担当 学務担当

組織コード
R1 62 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 01 02 03 01

記入日 令和元年 5月13日
H30 62 04 00 H30 01 10 01 02 03 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ● 対象

分野 03 学校教育

○ 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成２３年度 ～ 令和２年度

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２１条 戸田市教育振興計画

根拠法令 、学校教育法第２２条、第２３条、第３９条、学校 関連計画
通 達 等 教育法施行令第１条、第５条、第８条、第９条 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
戸田市に住所を有する学齢児童生徒及び戸田市立小・中学校に在籍する児童生徒

児童・生徒の就学及び通学区域等に対し円滑な学校教育の推進を図る。

事業目的

学齢児童及び学齢生徒の就学並びに児童・生徒の入学、転学及び退学に関する事務

学齢簿の編制事務

事業内容 学校基本調査等の調査報告

教科書の無償給与事務

小・中学校通学区域審議会の開催

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

児童生徒の就 児童生徒の就 児童生徒の就 児童生徒の就 児童生徒の就

学に関する業 学に関する業 学に関する業 学に関する業 学に関する業

務 務 務 務 務

事　業　費 10,341 11,150 11,150 11,150 11,150

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0



24 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

教科用図書無償給与事務は、義務教育課程にあるすべての児童生徒を対象として

Ｂ Ｂ Ｂ 実施をしており、教育環境を整える役割として滞りなく実施している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

経費は予算内で収まっており、適正と考える。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

教科用図書無償給与事務は各自治体の教育委員会がおこなう義務的な事務である

Ｂ Ｂ Ｂ 。学校からの需要を埼玉県教育委員会及び埼玉県教科書供給所に取り次ぎ、そこ

から文部科学省に報告される仕組みが出来上がっている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

戸田市立小・中学校に通うすべての児童生徒に対して滞りなく教科書無償給与を

Ｂ Ｂ Ｂ おこなえているので、公平性が確保されていると言える。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
特に無し

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

義務教育諸学校の教科用図書の無償給与制度の趣旨から引き続き制度を継続していく予定である。

事業の方向性

義務教育諸学校用教科書の無償給与事務については、教科用図書の無償給与に関する各種法令に遵守し、その処

理が適正に行われるように実施していく。また、道徳の教科書が無償給与の対象となったことから、より確実な

給与事務が求められる。

今後の取組方針



財源 310 351 351 351 351

人　件　費 2,933.89 2,933.89 2,933.89 2,933.89 2,933.89

投入 常勤職員 0.43人 0.43人 0.43人 0.43人 0.43人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 3,244 3,285 3,285 3,285 3,285

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 中学校学校選択制研究会開催回数
回

1 1 1

① 1 1 －

活動
② －

成果 中学校学校選択制入学希望校申込
％

中学校学校選択制入学希 100 100 100

① 受付率 望申込数÷対象児童数 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

全ての選択対象児童（転入予定者を含む）に制度を案内し、申し込みを受け付けた。
状況

定員以上の通学区域外入学希望者のあった学校の１校で抽選を実施することとなり、全ての児童の希望を叶えることはできな
の分析

かったが、１１３人の児童の希望を反映できる結果となった。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 25 頁

事務事業名 20626 中学校学校選択制事業

担当組織 教育委員会 学務課 担当 学務担当

組織コード
R1 62 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 01 02 03 02

記入日 令和元年 5月14日
H30 62 04 00 H30 01 10 01 02 03 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

学校教育法施行令 戸田市教育振興計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
小学校６年次児童及びその保護者

保護者・児童が自らの進学先である中学校を選択することで、学習意欲を高めるとともに、特色ある学校づくりを推進する

事業目的 。

戸田市では、現在６校ある市立中学校ごとに、住所地で学校が決まる通学区域が設けられているが、平成１７年度以降中学

校に入学する生徒について、通学区域以外の中学でも希望すれば入学が可能とした。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

次年度の中学 次年度の中学 次年度の中学 次年度の中学 次年度の中学

校新１年生が 校新１年生が 校新１年生が 校新１年生が 校新１年生が

、自由に中学 、自由に中学 、自由に中学 、自由に中学 、自由に中学

校を選択 校を選択 校を選択 校を選択 校を選択

事　業　費 310 351 351 351 351

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般



要因として教室数が不足するおそれもあることから、希望者数の多い学校の教室数が不足することのないよ

うに、通学区域外からの受入定員数を毎年学校ごとに設定し運用していく。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

定員を設けていることから全ての児童の希望を叶えることはできていないが、学

Ａ Ａ Ａ 校の選択の自由があるので市民満足度を高めていると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

経費は予算内で収まっており、適正と考える。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

抽選会を開催する場合は、保護者又は児童に参加してもらっている。また、抽選

Ｂ Ｂ Ｂ 会の実施については、戸田市教育委員会が主催し事業を行う手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

小学校６年生の児童全員を対象として事業を行ってることから、受益の公平性が

Ｂ Ｂ Ｂ 図られている。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
学校選択制案内冊子（夏休み前後）を配布する前に選択制の実施についての通知を対象児童、保護者へ配布した

。また、案内冊子について、分かりにくいという声もあったことから内容変更を実施した。

見直し内容

案内冊子を夏休み後に配布する学校については、保護者より選択制の実施に関する問い合わせ等があったが、そ

の問い合せが減少した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

教室数や生徒数の増加との兼ね合いを見ながら、引き続き制度を継続していく予定である。

事業の方向性

より望ましい中学校学校選択制度を探るため、調査研究をしていく。戸田市内の学校については児童生徒数の増

加を



2,472

人　件　費 818.76 818.76 818.76 818.76 818.76

投入 常勤職員 0.12人 0.12人 0.12人 0.12人 0.12人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 3,265 3,915 3,915 3,915 3,915

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 コミュニティ・スクール導入校数
校

学校運営協議会設置校数 18 18 18

① 18 18 －

活動
② －

成果 コミュニティ・スクール導入率
％

学校運営協議会設置校数 100 100 100

① ÷全小・中学校数 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

コミュニティ・スクール充実のため、各研修会の実施及び学校運営協議愛の支援を行うことができた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 27 頁

事務事業名 50346 コミュニティ・スクール事業

担当組織 教育委員会事務局 学務課 担当 学務担当

組織コード
R1 62 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 01 02 03 03

記入日 令和元年 5月22日
H30 62 04 00 H30 01 10 01 02 03 03

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成２９年度 ～ 令和２年度

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 戸田市教育振興計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
戸田市全小・中学校

市内の全小・中学校の学校運営協議会を円滑に運営するとともに充実させる。

事業目的

・市民、学校、委員へのコミュニティ・スクールの制度の周知、理解を図る。

・学校管理職及び地域連携推進教師、学校運営協議会委員への研修会の実施

事業内容 ・戸田市コミュニティ・スクール推進連絡協議会の設置。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

コミュニティ コミュニティ コミュニティ コミュニティ コミュニティ

・スクールの ・スクールの ・スクールの ・スクールの ・スクールの

運用 運用 運用 運用 運用

事　業　費 2,446 3,096 3,096 3,096 3,096

財
源
内
訳

国庫支出金 0 312 312 312 312

県支出金 0 312 312 312 312

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 2,446 2,472 2,472 2,472
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

各校の学校運営協議会が、学校と地域や社会との連携・充実につながると考える

Ｂ Ｂ Ｂ 。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

研修会や視察等の運営などの経費を必要最小限で取り組んでいく。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

各校の特色や地域の実態に応じて、学校運営協議会の開催や委員の学校行事への

Ｂ Ｂ Ｂ 参加、戸田市CSディレクターの派遣等を実施していく。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市内全小・中学校で導入していることから、公平性が図られていると考える。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

特になし

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

コミュニティ・スクールを導入し、制度の定着状況を判断しながら継続及び充実していく予定である。

事業の方向性

よりよいコミュニティ・スクールの運営がなされるよう、学校運営協議会の活動内容把握や、委員の研修などを

計画していく。

今後の取組方針



財
源
内
訳

国庫支出金 1,993 1,397 1,397 1,397 1,397

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 139,220 154,762 158,423 163,865 167,653

人　件　費 5,867.78 5,867.78 5,867.78 5,867.78 5,867.78

投入 常勤職員 0.86人 0.86人 0.86人 0.86人 0.86人

人員 非常勤職員 0.44人 0.44人 0.44人 0.44人 0.44人

事業費＋人件費 147,081 162,027 165,688 171,130 174,918

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 広報紙等による事業の周知
回

広報紙への掲載及び保護 3 3 3

① 者への案内配付 3 4 －

活動
② －

成果 認定児童生徒数
人

年間認定児童生徒数 1,660 1,650 1,640

① 1,618 1,642 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

就学する児童又は生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、多くの申請者に援助が出来たと考えられる。
状況

の分析
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事務事業名 7224 就学援助事業

担当組織 教育委員会 学務課 担当 学務担当

組織コード
R1 62 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 01 02 05 01

記入日 令和元年 5月14日
H30 62 04 00 H30 01 10 01 02 05 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

学校教育法、学校保健安全法、学校給食法、就学困 戸田市教育振興計画

根拠法令 難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援 関連計画
通 達 等 助に関する法律、特別支援学校への就学奨励に関す 施政方針

る法律

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
戸田市に住所を有し公立小・中学校に在籍する児童生徒の保護者

経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の保護者に対して実施する。

事業目的

学用品費、通学用品費、学校給食費、校外活動費、修学旅行費、林間学校費、医療費等就学に必要な経費の一部を援助する

。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

要保護及準要 要保護及準要 要保護及準要 要保護及準要 要保護及準要

保護児童生徒 保護児童生徒 保護児童生徒 保護児童生徒 保護児童生徒

に対する就学 に対する就学 に対する就学 に対する就学 に対する就学

援助費の給与 援助費の給与 援助費の給与 援助費の給与 援助費の給与

事　業　費 141,213 156,159 159,820 165,262 169,050



維持しながら、更なる効率化を図る。

今後の取組方針

30 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒の保護者に対し、義務教育に

Ａ Ａ Ａ 係る費用の一部を援助することで、すべての児童生徒が学ぶ機会を確保できるよ

う支援を図っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

就学援助費等経費は国の基準により適正に支給をしている。

Ｂ Ｂ Ｂ また、保護者宛の通知等を学校経由で配布をしており、郵便料の削減に努めるな

ど、その他の経費についても削減に努めている。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

学校教育法第１９条等関連法に基づき、学校と密接な連携を取りながら、効率的

Ｂ Ｂ Ｂ ・効果的に事業を実施しており、民間委託など他に効率的な事業手法はないもの

と考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

国の判断基準に基づき、公平な審査及び適正な援助を図っている。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
新小学1年生に対する新入学学用品費の支給を例年の4月から2月支給へと2か月早く支給を実施し、これに対応す

るためにシステムの改修を行った。

見直し内容

入学前に支給することにより入学準備資金としての使用が可能となった。 

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

学校教育法第１９条等関連法令に基づく支援事業であるため、今後も適切に実施していく必要がある。

事業の方向性

国の支給基準に基づく公平な審査及び適正な援助を



7.6 8,187.6 8,187.6

投入 常勤職員 1.2人 1.2人 1.2人 1.2人 1.2人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 35,112 38,811 38,811 38,811 38,811

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 就学時健康診断の対象者数
件

健診対象者数 1,377 1,480 1,472

① 1,377 1,480 －

活動 児童・生徒の健診受診者数
人

定期健康診断（内科）の 11,302 11,364

② 受診者数 11,142 11,195 －

成果 就学時健康診断受診率
％

健診受診者数÷健診対象 100 100

① 者数 98 97 －

成果 児童・生徒の健診実施率
％

健診受診者数÷健診対象 100 100

② 者数 98.6 98.5 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

病休等の児童・生徒を除いた数字としては、ほぼ全員の健診が実施できた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 31 頁

事務事業名 21252 学校保健事業

担当組織 教育委員会 学務課 担当 学校保健担当

組織コード
R1 62 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 01 04 01 01

記入日 令和元年 5月16日
H30 62 04 00 H30 01 10 01 04 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１６年度 ～ 令和２年度

学校保健安全法、学校保健安全法施行規則、感染症 戸田市教育振興計画

根拠法令 の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 関連計画
通 達 等 、労働安全衛生法 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
戸田市立小・中学校入学予定児童及び在籍児童・生徒、教職員

戸田市立各小・中学校児童・生徒及び教職員の健康増進を図ると共に学校保健行政の向上を目指す

事業目的

就学時健診、在籍児童・生徒及び教職員の健診並びに学校保健団体の運営

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

健診・学校環 健診・学校環 健診・学校環 健診・学校環 健診・学校環

境衛生検査 境衛生検査 境衛生検査 境衛生検査 境衛生検査

事　業　費 26,924 30,623 30,623 30,623 30,623

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 26,924 30,623 30,623 30,623 30,623

人　件　費 8,187.6 8,187.6 8,18



32 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

児童・生徒の定期健康診断により治療勧告を行うことで、疾病等の早期発見や教

Ａ Ａ Ａ 育を受けるうえで基本となる児童･生徒等の健康増進を図っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

必要に応じ、適切な委託契約・賃貸借契約等を実施している。また、消耗品等に

Ｂ Ｂ Ｂ ついても、各学校に残量を確認し必要量を購入している。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

毎月実施している養護部会や学校とのメールシステムを活用し、養護教諭と連携

Ｂ Ｂ Ｂ をとりながら実施することは妥当である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

学校保健安全法に基づき、児童･生徒及び教職員全員を対象として、適切に事業

Ｂ Ｂ Ｂ を実施している。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

特になし

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

学校保健安全法に基づく健康診断等を主な事業内容としており、今後も適切に実施していく必要がある。

事業の方向性

学校及び学校医等と連携をとり、健康診断における有所見者については適切に医療機関への受診を勧め、児童・

生徒及び教職員の健康増進を図る。

今後の取組方針



3

投入 常勤職員 1.21人 1.21人 1.21人 1.21人 1.21人

人員 非常勤職員 0.07人 0.07人 0.07人 0.07人 0.07人

事業費＋人件費 103,930 117,800 119,463 119,463 119,463

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 臨時職員任用人数
人

55 55 55

① 52 54 －

活動 学校医等として配置した人数
人

79 81 82

② 79 81 －

成果 臨時職員配置率
％

任用人数÷要望人数 100 100 100

① 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

臨時職員の配置要望のあった学校については適正に配置できた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 33 頁

事務事業名 21253 小学校管理運営費

担当組織 教育委員会 学務課 担当 学務担当

組織コード
R1 62 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 02 01 01 01

記入日 令和元年 5月16日
H30 62 04 00 H30 01 10 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ● 対象

分野 03 学校教育

○ 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

学校保健安全法 戸田市教育振興計画

根拠法令 戸田市学校教育関係団体等事業補助金交付要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
児童・保護者・教職員

児童の健康管理、授業の円滑な運営を図る。

事業目的

児童の健康管理、臨時職員等の配置等

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 交通安全協会 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

児童の健康管 児童の健康管 児童の健康管 児童の健康管 児童の健康管

理、臨時職員 理、臨時職員 理、臨時職員 理、臨時職員 理、臨時職員

等の配置 等の配置 等の配置 等の配置 等の配置

事　業　費 95,674 109,544 111,207 111,207 111,207

財
源
内
訳

国庫支出金 0 515 387 387 387

県支出金 0 515 387 387 387

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 123 123 123 123

一般財源 95,674 108,391 110,310 110,310 110,310

人　件　費 8,255.83 8,255.83 8,255.83 8,255.83 8,255.8



化・困難化しており、教員の長時間勤務が常態化している。文部科学省が進

める学校における働き方改革の事業の1つとして、スクール・サポート・スタッフを配置し、今後も当該事業を

拡大して継続していく必要がある。

随時、学校の状況を把握し、学校との連絡を密にとりながら、適切に配置等を実施していく。

今後の取組方針

34 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

児童の健康管理のために学校医等を配置し、授業の円滑な運営のために臨時職員

Ａ Ａ Ａ を配置することにより、児童のよりよい教育環境の整備に寄与する。欠員があっ

た場合、教員を県費発令前に任用することで、子どもの学びに貢献できた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

臨時的任用職員の賃金については県費の臨時的任用教職員に準じており、学校医

Ａ Ａ Ａ の報酬等についても近隣市と比較し、適正な範囲である。また、欠員・要望に応

じて任用等の事務を実施しており、必要最小限の配置となっている。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

各学校の欠員や要望に応じて状況を把握の上、任用等を実施しており、手法は適

Ｂ Ｂ Ｂ 切である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

各学校の状況に応じ、学校長の要望等を確認の上、適切に実施しており、学校間

Ｂ Ｂ Ｂ での公平性は保たれている。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

特になし

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

学校保健安全法に基づく学校医等の配置や、市費臨時職員等の配置により、学校運営を円滑なものにしている。

事業の方向性 また、県費臨時的任用教職員は発令までに一定の期間を要し、その間の学校運営への支障を防ぐためにも、今後

も当該事業は継続していく必要がある。

また、学校が抱える教育課題が複雑



01人 1.01人 1.01人 1.01人

人員 非常勤職員 0.09人 0.09人 0.09人 0.09人 0.09人

事業費＋人件費 21,384 27,501 29,164 29,164 29,164

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 臨時職員任用人数
人

20 20 20

① 21 15 －

活動 学校医等として配置した人数
人

35 36 37

② 35 36 －

成果 臨時教職員配置率
％

任用人数÷要望人数 100 100 100

① 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

学校の配置要望に基づき、臨時的任用教員を適正に配置できた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 35 頁

事務事業名 21254 中学校管理運営費

担当組織 教育委員会 学務課 担当 学務担当

組織コード
R1 62 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 03 01 01 01

記入日 令和元年 5月22日
H30 62 04 00 H30 01 10 03 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ● 対象

分野 03 学校教育

○ 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

学校保健安全法 戸田市教育振興計画

根拠法令 戸田市学校教育関係団体等事業補助金交付要綱 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
児童・保護者・教職員

生徒の健康管理、授業の円滑な運営等を図るため。

事業目的

生徒の健康管理、臨時職員等の配置事業

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

生徒の健康管 生徒の健康管 生徒の健康管 生徒の健康管 生徒の健康管

理、臨時職員 理、臨時職員 理、臨時職員 理、臨時職員 理、臨時職員

等の配置 等の配置 等の配置 等の配置 等の配置

事　業　費 14,493 20,610 22,273 22,273 22,273

財
源
内
訳

国庫支出金 0 515 387 387 387

県支出金 0 515 387 387 387

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 32 32 32 32

一般財源 14,493 19,548 21,467 21,467 21,467

人　件　費 6,891.23 6,891.23 6,891.23 6,891.23 6,891.23

投入 常勤職員 1.01人 1.



も当該事業は継続していく必要がある。

また、学校が抱える教育課題が複雑化・困難化しており、教員の長時間勤務が常態化している。文部科学省が進

める学校における働き方改革の事業の１つとして、スクール・サポート・スタッフを配置し、今後も当該事業を

拡大していく必要がある。　

随時、学校の状況を把握し、学校との連絡を密に取りながら、適切に配置等を実施していく。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

授業の円滑な運営のための臨時的任用教員等の配置や生徒の健康管理のための学

Ａ Ａ Ａ 校医等を配置し、生徒のよりよい教育環境の整備に寄与する。また、教員に欠員

が生じた場合、教員を県費発令前に任用することで、子どもの学びに貢献できた

。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

市費臨時的教職員の賃金については、県費の臨時的教職員に準じている。配置に

Ａ Ａ Ａ ついては、欠員が生じた場合や要望に応じた任用事務を実施しており、必要最少

限の配置となっている。また、学校医の報酬についても、近隣市と比較した場合

、適正な範囲になっている。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

任用等にあっては、各学校の欠員の状況や要望に応じ、現状を把握した上で実施

Ｂ Ｂ Ｂ しており、手法は実際的かつ適切である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

各学校の状況に応じ、校長の要望等を確認の上、適切に実施している。学校間で

Ｂ Ｂ Ｂ の公平性は保たれている。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

特になし

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

学校保健安全法に基づく学校医等の配置や、市費臨時職員等の配置により、学校運営を円滑なものにしている。

事業の方向性 また、県費臨時的任用教職員は発令までに一定の期間を要し、その間の学校運営への支障を防ぐためにも、今後



1,569 284,417 284,417 284,417

人　件　費 21,628.91 21,628.91 21,628.91 21,628.91 21,628.91

投入 常勤職員 3.17人 3.17人 3.17人 3.17人 3.17人

人員 非常勤職員 2.27人 2.27人 2.27人 2.27人 2.27人

事業費＋人件費 530,864 574,781 577,629 577,629 577,629

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 給食提供予定回数
回

年間計画による 195 195 194

① 195 198 －

活動
② －

成果 総給食調理数
食

喫食回数×児童・生徒・ 1,064,700 1,050,000 1,093,000

① 教員等数 1,050,855 1,092,564 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

給食提供予定回数及び総給食調理数とも目標を達成した。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 37 頁

事務事業名 21245 学校給食センター管理運営費

担当組織 教育委員会 学校給食課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 08 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 06 01 02 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 62 08 00 H30 01 10 06 01 03 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

学校給食法

根拠法令 戸田市立学校給食センター設置及び管理条例 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市内の児童生徒

市内小学校３校と中学校６校の児童生徒の給食を賄う。

事業目的

各学校の給食実施計画に沿って給食を提供する。

学校給食センターの施設及び設備の維持管理を行う。

事業内容 学校給食費の未納者に対する督促の実施、各学校と連携しながら対策に取り組む。

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

学校給食セン 学校給食セン 学校給食セン 学校給食セン 学校給食セン

ター管理運営 ター管理運営 ター管理運営 ター管理運営 ター管理運営

に係る経費 に係る経費 に係る経費 に係る経費 に係る経費

事　業　費 509,235 553,152 556,000 556,000 556,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 239,409 271,583 271,583 271,583 271,583

一般財源 269,826 28
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

大きな事故もなく安全でおいしい給食の提供ができた。学校給食を通じ、食文化

Ａ Ａ Ａ への理解を深めることができた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

学校給食に使用する食材については、校長、PTA等の代表で構成される物資購入

Ｂ Ｂ Ｂ 委員会にて、おいしさ、品質などを検討し、適正価格での物資選定を実施してい

る。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

給食センターにおける調理業務及び配膳業務は民間委託により実施している。

Ｃ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

学校給食費を見直し、１９年ぶりに平成３１年度から改定することとした。

Ｂ Ｃ Ａ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
学校給食センターの調理業務及び配膳業務を民間委託とした。

見直し内容

学校給食センターの調理業務等を民間委託したため、学校給食センター管理運営費の人件費を縮減した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

　学校給食センターの調理等業務を民間委託したことにより、安定した人員の確保と給食実施計画及び食数計画

事業の方向性 に沿い、学校給食の提供を開始した。

　学校給食センターの調理機器等を適切に管理し、学校給食の質を維持し、安定した給食提供業務を継続する。

今後の取組方針



活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

運営委員会については年２回の開催計画としたが、給食費の改定についての審議が１回で終了したため、目標を達成できなか
状況

った。
の分析

出席者数についても、目標を達成できなかった。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 39 頁

事務事業名 21244 学校給食センター運営委員会費

担当組織 教育委員会 学校給食課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 08 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 06 01 98 98

記入日 令和元年 5月28日
H30 62 08 00 H30 01 10 06 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１７年度 ～ 平成３０年度

　戸田市立学校給食センター設置及び管理条例

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市内の児童・生徒

学校給食の運営に関する事項を審議し、市内小学校と中学校の児童･生徒に安定した給食を提供を目的とする。

事業目的

事務局が作成した計画案を基に審議してもらい、意見を聴取する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

年間計画策定

学校給食に関

する事

事　業　費 41 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 41 0 0 0 0

人　件　費 1,364.6 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.2人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,406 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 開催回数
回

規則による 2 2

① 2 1 －

活動
② －

成果 出席者数
人

規則による 24 20

① 17 7 －

成果
② －

Ｃ：
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

学校給食の運営に関与し、安定した給食の提供と適切な事業運営に資するもので

Ｂ Ｂ Ｂ ある。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

委員に対する報酬等は、条例の定めにより適正に執行している。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

当委員会は、学校給食事業に関する事項を審議するため、校長、PTA会長、給食

Ｂ Ｂ Ｂ 主任教諭、学校医等の関係者により構成されており適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

委員は関係者で構成しており適正と考える。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
特になし。

見直し内容

―

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ●平成３０年度で終了

＜判断理由＞

学校給食運営委員会の開催に係る事業のみのため、学校給食センター管理運営費に統合する。

事業の方向性

審議内容に応じて、運営委員会を有効的かつ効果的に開催していく。

今後の取組方針



18,023 318,023 318,023 318,023

一般財源 283,971 274,267 271,977 271,977 271,977

人　件　費 142,464.24 142,464.24 142,464.24 142,464.24 142,464.24

投入 常勤職員 20.88人 20.88人 20.88人 20.88人 20.88人

人員 非常勤職員 13.3人 13.3人 13.3人 13.3人 13.3人

事業費＋人件費 703,519 734,754 732,464 732,464 732,464

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 年間喫食回数
回

年間計画による 180 180 183

① 184 183 －

活動
② －

成果 年間給食提供数
件

喫食回数×児童当対象者 1,120,140 1,153,440 1,263,000

① 数 1,231,144 1,248,060 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

各単独校調理場において、年間喫食回数を達成することができ、安心、安全でおいしい給食を児童に提供できた。また、児童
状況

数の増加に伴いアレルギー除去食の対応も多くなる傾向にあるが、事故もなく円滑に学校給食を提供できた。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 41 頁

事務事業名 20629 単独校調理場管理運営事業

担当組織 教育委員会 学校給食課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 08 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 10 06 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 62 08 00 H30 01 10 06 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

学校給食法　　　　　学校環境衛生の基準

根拠法令 学校給食実施基準 関連計画
通 達 等 学校給食衛生管理基準 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
単独校調理場を設置する小学校に通う児童・教職員・保護者

単独校調理場を設置する小学校に通う児童に給食を提供することを目的とする。

事業目的

９校ある単独校調理場の給食が円滑に実施できるよう設備の維持管理を行う。

学校給食の未納者に対する督促を実施するとともに各学校と連携しながら対策に取り組む。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

単独校調理場 単独校調理場 単独校調理場 単独校調理場 単独校調理場

方式による学 方式による学 方式による学 方式による学 方式による学

校給食の提供 校給食の提供 校給食の提供 校給食の提供 校給食の提供

事　業　費 561,055 592,290 590,000 590,000 590,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 277,084 3



、児童生徒の増加

による設備改修と調理器具等の経年劣化による設備保全を計画的に行う。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

学校栄養士の連絡会議を開き、献立内容の向上に努め、各学校の特徴を活かし給

Ｂ Ａ Ａ 食を提供している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

直営校４校の給食調理業務に係る経費については、予算に沿って適正に執行した

Ａ Ｂ Ｂ 。また、給食調理業務委託校５校の業者については、競争入札で決定しており、

適正と考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

直営校４校の給食調理業務に係る経費については、予算に沿って適正に執行した

Ａ Ｂ Ｂ 。また、給食調理業務委託校５校の業者については、競争入札で決定しており、

適正と考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

学校給食費を見直し、１９年ぶりに平成３１年度から改定することとした。

Ｂ Ｃ Ａ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
単独校調理場９校のうち４校が直営校となった。

見直し内容

直営校が増えたことにより、委託費が縮減した。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

単独校調理場による学校給食については、今後もその特色が十分活かされるよう、円滑な管理運営を実施し、安

事業の方向性 全でおいしい給食を提供する。

単独調理場の管理運営については、食材などの統一により業務の効率化を図る。市調理士の配置による直営校が

４校になったので給食調理業務に係る経費については計画的に予算に沿って執行する。さらに



考 の給与、選考 の給与、選考 の給与、選考 の給与、選考

委員会の開催 委員会の開催 委員会の開催 委員会の開催 委員会の開催

事　業　費 3,861 12,918 12,918 12,918 12,918

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 3,861 12,918 12,918 12,918 12,918

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 1,364.6 1,228.14 1,228.14 1,228.14 1,228.14

投入 常勤職員 0.2人 0.18人 0.18人 0.18人 0.18人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 5,226 14,146 14,146 14,146 14,146

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 奨学資金等受給者選考委員会の開
回

2 2 2

① 催回数 2 2 －

活動 募集案内パンフレットの作成枚数
枚

成人式、大学等へ配布 1,600 1,600 1,600

② 1,600 1,600 －

成果 海外留学奨学生数
人

留学１年目、２年目合計 8 8 8

① 人数 9 7 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

需要の高い事業であり、申請者の質量共に向上している。
状況

なお、平成２２年度から制度を改正した結果申請者数が増えたが、年度により申請者数が増減しているため、今後の申請状況
の分析

を注視する必要がある。
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事務事業名 7352 海外留学奨学資金事業

担当組織 教育委員会事務局 教育総務課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 08 01 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 08 01 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 昭和５３年度 ～ 令和３年度

戸田市海外留学奨学資金等給与条例及び同施行規則 第３次戸田市教育振興計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市内に在住する世帯の子で海外に留学する人で本人及び父母が市内に引き続き２年以上居住し、学校教育法の規定による大

学、短期大学、大学院に在籍する人又は高等専門学校の４年若しくは５年に在籍する人及び卒業後５年を経過しない人

市内に在住する世帯の子で海外に留学する人に奨学資金及び渡航費用を給与し、もって本市将来の発展に資する有用な人材

事業目的 を育成する。

海外留学奨学生選考委員会を開催し、海外留学生として決定した人に、留学期間が１学年の場合１００万円、２学年以上の

場合はさらに５０万円を加算した額を限度額として給与する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

海外留学生へ 海外留学生へ 海外留学生へ 海外留学生へ 海外留学生へ

の奨学資金等 の奨学資金等 の奨学資金等 の奨学資金等 の奨学資金等

の給与、選
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

景気の低迷・学生の内向き志向・就職活動の早期化などで日本から海外へ留学す

Ｂ Ｂ Ｂ る学生が減少する一方で、世界で活躍できるグローバルな人材が求められている

。本奨学金制度は市民が海外で学ぶ機会を促進し、教育環境の充実につながって

いる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

事業費である奨学資金の支給上限額は、大学へのアンケート調査や各国への留学

Ｂ Ｂ Ｂ 費用を調査・検討し決定した。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

民間に任せるだけでなく、市が実施する事業としても必要である。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

寄附金を運用して実施している事業のため、市民全員が対象とはなりえないが、

Ｂ Ｂ Ｂ 寄附者の意向を尊重し、多くの若者を海外留学奨学生として決定している。

（平成３１年３月末現在９５名）

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
選考委員会時の試験採点方法等、今後の制度運用について見直しを行った。

見直し内容

見直しにより、制度終了年度を遅らせることができる。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

平成２２年度に制度を改正したことで、着実に申請者が増えており、市民が海外で学ぶ機会の促進に寄与してい

事業の方向性 るため。

基金の範囲内で多くの市民が制度を利用できるよう運営していく。

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 45 頁

事務事業名 21353 予備費

担当組織 教育委員会事務局 教育総務課 担当 総務担当

組織コード
R1 62 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 08 02 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月29日
H30 62 02 00 H30 08 02 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち ○ 対象

分野 03 学校教育

● 対象外
施策 08 教育環境の充実

事業期間 昭和５３年度 ～ 令和３年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

予備費の計上 予備費の計上 予備費の計上 予備費の計上 予備費の計上

事　業　費 0 73 73 73 73

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 72 72 72 72

一般財源 0 1 1 1 1

人　件　費 136.46 136.46 136.46 136.46 136.46

投入 常勤職員 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 136 209 209 209 209

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針


